
 平成２７年４月６日（月） 
 神奈川県保健福祉局福祉部障害サービス課 

 横浜市こども青少年局こども福祉保健部障害児福祉保健課 
 川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害計画課 
 相模原市健康福祉局福祉部障害福祉サービス課 

 横須賀市こども育成部こども施設福祉グループ指導監査課 

平成２７年度 
障害福祉サービス等に関わる 
報酬改定事業所説明会 

～障害児通所支援・障害児入所施設～ 

資料 １ 
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配布資料の内容 
資料 
１ 説明会の概要（パワーポイント資料） 全32㌻ 

２ 報酬告示（平成27年3月27日一部改正） 全22㌻ 

３ 留意事項通知（平成27年3月31日一部改正） 全45㌻ 

４ 平成27年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ 全29㌻ 

５ 
平成27年度版 障害児（通所･入所）給付費算定に係る体制等
に関する届出書（案） 

全36㌻ 

６ ＦＡＸ質問表 全１㌻ 

本日の資料や提出用の様式等は、ウェブサイト『障害福祉情報サービスかな
がわ』をご覧ください。 

ウェブサイト『障害福祉情報サービスかながわ』
(http://www.rakuraku.or.jp/shienhi/) 
「書式ライブラリ」→「１.神奈川県からのお知らせ」 
  →「４ 事業所新規指定申請様式等（児童福祉法）」 
   「５ 事業所指定更新、変更申請（届）、体制届様式等（児童福祉法）」 
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１ 報酬改定の内容について 

 （１）共通事項 

 （２）障害児通所支援 

 （３）障害児入所施設 

２ 体制届及び処遇改善加算届等について 

 （４）体制届 

 （５）処遇改善加算届 

３ その他の周知事項について 

 （６）その他の事項 

 （７）事務連絡 
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平成27年度　障害児施設の一単位の単価表

◆障害児入所施設・児童発達支援センター・新規事業
サービス

コード
１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 ８級地 ９級地 １０級地 １１級地 １２級地 その他 １３級地 １４級地

51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

厚木市
鎌倉市

横浜市
川崎市

海老名市

相模原市
横須賀市
藤沢市
大和市
茅ヶ崎市
逗子市
座間市
綾瀬市

平塚市
寒川町

葉山町
秦野市
伊勢原市

小田原市
三浦市
二宮町

大磯町・南足柄市・
中井町・大井町・
松田町・山北町・
開成町・箱根町・
真鶴町・湯河原町・
愛川町・清川村

61 児童発達支援 センター
重心児以外or
難聴児

11.12 10.93 10.81 10.74 10.68 10.62 10.50 10.43 10.37 10.31 10.25 10.19 10.00 10.12 10.06

重心児 11.37 11.14 10.99 10.91 10.84 10.76 10.61 10.53 10.46 10.38 10.30 10.23 10.00 10.15 10.08

センター以外 重心児以外 11.08 10.90 10.78 10.72 10.66 10.60 10.48 10.42 10.36 10.30 10.24 10.18 10.00 10.12 10.06

基準該当 重心児 11.37 11.14 10.99 10.91 10.84 10.76 10.61 10.53 10.46 10.38 10.30 10.23 10.00 10.15 10.08

62 医療型児童発達支援 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00

63 放課後等デイサービス 重心児以外 11.08 10.90 10.78 10.72 10.66 10.60 10.48 10.42 10.36 10.30 10.24 10.18 10.00 10.12 10.06

重心児 11.37 11.14 10.99 10.91 10.84 10.76 10.61 10.53 10.46 10.38 10.30 10.23 10.00 10.15 10.08

64 保育所等訪問支援 11.12 10.93 10.81 10.74 10.68 10.62 10.50 10.43 10.37 10.31 10.25 10.19 10.00 10.12 10.06

71 知的障害児 併設 11.00 10.84 10.73 10.67 10.62 10.56 10.45 10.39 10.33 10.28 10.22 10.17 10.00 10.11 10.06

主or単独 11.12 10.93 10.81 10.74 10.68 10.62 10.50 10.43 10.37 10.31 10.25 10.19 10.00 10.12 10.06

自閉症児 11.10 10.92 10.79 10.73 10.67 10.61 10.49 10.43 10.37 10.31 10.24 10.18 10.00 10.12 10.06

盲児 併設 10.99 10.83 10.72 10.66 10.61 10.55 10.44 10.39 10.33 10.28 10.22 10.17 10.00 10.11 10.06

主or単独 11.11 10.93 10.81 10.74 10.68 10.62 10.49 10.43 10.37 10.31 10.25 10.19 10.00 10.12 10.06

ろうあ児 主 11.08 10.90 10.78 10.72 10.66 10.60 10.48 10.42 10.36 10.30 10.24 10.18 10.00 10.12 10.06

単独 11.11 10.93 10.81 10.74 10.68 10.62 10.49 10.43 10.37 10.31 10.25 10.19 10.00 10.12 10.06

併設 11.16 10.97 10.83 10.77 10.70 10.64 10.52 10.45 10.39 10.32 10.26 10.19 10.00 10.13 10.06

肢体不自由児 11.10 10.92 10.79 10.73 10.67 10.61 10.49 10.43 10.37 10.31 10.24 10.18 10.00 10.12 10.06

72 医療型障害児入所施設 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00

55 障害児相談支援 10.08 10.90 10.78 10.72 10.66 10.60 10.48 10.42 10.36 10.30 10.24 10.18 10.00 10.12 10.06

※主たる施設＝併設する施設があって当該施設が主たる施設であること。

※単独施設　＝単独施設。

かながわシステムコード

地域名

級地区分

国保連標準システムコード

福祉型障害児入
所施設
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 平成27年度報酬改定を反映させるため、全ての事業
所について提出を行うこと。 

 ４月分の請求期間までに反映させる必要があるため、
平成27年4月15日（水）までに必ず提出すること。 
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福祉・介護職員処遇改善加算① 

 ○福祉・介護職員処遇改善加算について、現行の加算の仕組みは維持しつつ、更なる上乗 
 せ評価（福祉・介護職員の賃金月額12,000円相当分）を行うための新たな区分を創設 
  

                         （福祉・介護職員１人当たり） 

・福祉介護職員処遇改善加算（Ⅰ）【新設】 ･････････ 月額27,000円相当 
・福祉介護職員処遇改善加算（Ⅱ）【旧加算（Ⅰ）】… 月額15,000円相当  
・福祉介護職員処遇改善加算（Ⅲ）【旧加算（Ⅱ） 】…  月額13,500円相当 
・福祉介護職員処遇改善加算（Ⅳ）【旧加算（Ⅲ） 】…  月額12,000円相当 
 
【新設する加算の算定要件】 
 加算額に相当する福祉・介護職員の賃金改善を行っていること等のほか、次の要件を満  
 たすこと。 
 

 ＜キャリアパス要件＞ 
 以下の要件をいずれも満たすこと。 
 ① 職位・職責・職務内容に応じた任用要件と賃金体系を整備すること 
 ② 資質向上のための計画を策定して研修の実施又は研修の機会を設けること 
 

 ＜職場環境等要件（旧定量的要件）＞ 
 職場環境等要件のうち、平成27年４月から実施する処遇改善の取組(予定)の記載が必要 
 ※ 現行の福祉・介護職員処遇改善加算ⅠからⅢに係る算定要件はこれまでと同様。 

主な変更内容 
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【計画書及び実績報告書】 

 ＜計画書＞の見直し 

  計画書と（旧）キャリアパス要件等届出書の様式が一体化 

  ※新しい様式をダウンロードして作成・提出 

 ＜賃金改善の見込額（賃金改善所要額）＞の見直し 

  ⅰ加算の算定により賃金改善を行った場合の賃金の総額 

  ⅱ加算を算定しない場合（元々の賃金水準）の賃金の総額 

  を記載し、ⅰからⅱを引いたものを賃金改善の見込額（賃金改善所要額）とする 

       その上で、賃金改善額が加算の見込額を上回るものとする 

  

    

    

【賃金水準引下げに係る届出】 

        事業の継続を図るために、福祉・介護職員の賃金水準（加算による賃金改善部
分を除く）を引き下げた上で賃金改善を行う場合には、特別な事情に係る届出書
を各指定権者に届け出ることとする  

※福祉・介護職員処遇改善特別加算に変更等はありません 

福祉・介護職員処遇改善加算② 
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• 特に次の点にご留意ください！ 

  

   

○賃金改善実施期間  ※サービス提供月及び加算支給月は全事業所同じ（加算算定月12ヶ月の場合） 

 

 

 

4 

月 

5 

月 

6 

月 

7 

月 

8 

月 

9 

月 

10

月 

11

月 

12

月 

1 

月 

2 

月 

3 

月 

4 

月 

5 

月 

6 

月 

サービス提供月 

加算支給月 

賃金改善 

実施期間 

 
※次の４パターン
のうち一つを選択 

※前年度及び次
年度と期間の重
複不可 

○賃金改善額 

  ◆支給される加算を上回る賃金改善を実施することが本加算の要件 

  ※賃金改善額が支給された加算額を下回る場合は、賃金改善期間内に一時金や賞与として支給 
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○賃金改善を行う方法（賃金改善の概要） 
 

 ◆記載例を参考にできる限り具体的に記載 

    ① 専従の管理者やサービス管理責任者に加算を充当していませんか？ 

   ※ 実際に直接支援を行っていても兼務として常勤換算に算入されていない 

    場合は対象となりません（特別加算を除く） 

  ② 賃金改善の方法が適切ですか？ 

   ※ 賃金改善及び法定福利費等（賃金改善による事業主負担の増加分のみ） 

      以外には充当できません 

   ※ 会議の経費、物品の購入費などには充当できません 

  ③ 賃金改善実施期間との整合性がとれていますか？ 

    例）平成27年12月と平成28年６月の賞与で改善している場合 

       → 賃金改善実施期間は、平成27年７月～平成28年６月 
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【その他】 

 ◆ 計画書の内容について、福祉・介護職員へ必ず周知してください 
 

 ◆ 事務処理手順(※)及び記載例を確認のうえ作成し、記載事項・代表者印の押

印・必要書類の添付漏れなどがないか必ずご確認ください 
 

 ◆ 新たな事業所の追加や削除、加算の種類やキャリアパス区分に変更が生じる場

合は前月15日までに変更の届出を忘れずに提出してください 
 

 ◆ 計画書は加算の算定を受ける年度の前年度2月末までに毎年提出してください 

   ※平成27年度は特例により４月15日まで 
 

 ◆ 実績報告書の提出がない場合、本加算を全額返還していただく場合があります 
 

 ◆ 実績報告書のほか賃金台帳など算定根拠となる書類は、実地指導の際などに確 

      認させていただく ことがありますので大切に保管してください 
  

※「福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順

及び様式例の提示について」(厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知) 
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（６） その他の事項 

 ①児童指導員任用資格について 

 ②強度行動障害支援者養成研修について 

 ③児童発達支援管理責任者に係る経過措置 

 ④事業所運営上の留意事項 

（７） 事務連絡 

 ①事故防止対策の徹底について 

 ②放課後等デイサービスガイドラインについて 
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【児童指導員等配置加算・指導員加配加算関係】 
【児童発達支援管理責任者実務経験関係】 

（６） その他の事項 
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＜研修目的＞ 

○  行動障害を有する者のうち、いわゆる「強度行動障害」を有する者は、自傷、他害行為な

ど、危険を伴う行動を頻回に示すことなどにより、日常生活に困難が生じているため、現状

では事業所での受入れが消極的であったり、身体拘束や行動制限などの虐待につながる

可能性も懸念されるところである。一方、障害特性の理解に基づく適切な支援を行うことに

より、強度行動障害が低減し、安定した日常生活を送ることができることが知られている。 

○ このため、強度行動障害を有する者に対し、適切な支援を行う職員の人材育成を目的と

する強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）事業及び適切な支援計画を作成すること

が可能な職員の育成を目的とする強度行動障害支援者養成研修（実践研修）事業を実施

することとする。    

    ※強度行動障害支援者養成研修事業の実施について（運営要領）一部抜粋 

【児童指導員等配置加算・指導員加配加算関係】 
【重度障害児支援・強度行動障害加算体制関係】 
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＜平成27年度 神奈川県研修対象者・実施予定案＞ 
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○平成27年度の開催時期は現在調整中 

 決定次第、下記のウェブサイトで周知します 

   「障害福祉情報サービスかながわ」 →    

   「書式ライブラリ」 → 

   「７ 研修会・説明会等のお知らせ（県内共通）」  

  

 ・児童発達支援管理責任者研修 

 ・相談支援従事者初任者研修講義部分 

  （サービス管理責任者補足研修） 

 ・強度行動障害支援者研修（基礎・実践） 
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＜児童発達支援管理責任者の兼務について＞ 
児童発達支援管理責任者～1以上は専任かつ常勤 

【常勤の定義】 
 平成27年3月31日最終改正「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準について」 

 （平成24年厚生労働省社会・援護局障害保険福祉部長通知） 

○指定障害児通所支援事業所等における勤務時間が、当該指定障害
児通所支援事業所等において定められている常勤の職員が勤務す
べき時間数（1週間に勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は
32時間を基本とする）に達していることをいうものである 

○育児休業・介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関
する法律第23条第1項に規定する所定労働時間の短縮措置が講じ

られている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業
所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時
間数を30時間として取扱うことを可能とする 
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【児童発達支援管理責任者の兼務及び定員規模の算定について】 
 平成24年度障害福祉サービス等報酬改定に係るＱ＆Ａ 問101・102 参照 

○（同一事業所の）管理者との兼務は可能である 

○複数のサービスを一体的に行う多機能型事業所の児童発達支
援管理責任者の配置に当たっては、管理者との兼務のほか、他
のサービスの児童発達支援管理責任者やサービス管理責任者と
の兼務が可能である 

 ※上記多機能型事業所の場合、定員規模の算定に当たっては各事業の合計の利用定員に応じて
算定 

○ 障害福祉サービス及び指定通所支援それぞれの定員規模によ
り報酬算定を行う場合は、同一敷地内であっても、障害福祉サー
ビス事業所等の管理者やサービス管理責任者との兼務はできま
せん 
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＜日中一時支援事業所の併設について＞ 

 

○指定基準上、指定通所支援事業所の設備及び備品は専ら指
定通所支援の事業の用に供するものでなければならない 

○また、従業者についても原則として専従でなければならない 

 

○指定通所支援の営業時間内に、当該事業所の指導訓練室
において日中一時支援を提供したり、指定通所支援の従業
者が日中一時支援を利用する障害児に対して支援を行うこと
はできません 
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○大阪府において児童発達支援事業所に通っていた児童が行方不
明となり、当該事業所近隣の池から遺体で発見される事案が発生 

○事業所等における事故防止対策について、より一層徹底していた
だきますようお願いします 

＜参照＞ 

  平成27年3月17日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉

課障害児・発達障害者支援室事務連絡「障害児通所支援事業所及び障
害児入所施設等における事故防止対策の徹底について」 

 資料掲載場所  

  障害福祉情報サービスかながわ→「１ 神奈川県からのお知らせ」→ 

  「１ 神奈川県からのお知らせ」 
http://www.rakuraku.or.jp/shienhi/liblary/FileDir/CT3N1946.pdf 

 

（７） 事務連絡 
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○放課後等デイサービスを実施するに当たって必要となる基
本的事項を示すもの 

○当該ガイドラインの内容を踏まえつつ、各事業所の実情や
個々の子供の状況に応じて不断に創意工夫を図り、提供す
る支援の質の向上に努めなければならないとされている 

○「事業者向け放課後等デイサービス自己評価表」及び「保護
者向け放課後等デイサービス評価表」が示され、各事業所
において自己評価の結果を踏まえて事業運営の改善を図る
とともに、結果についても利用者や保護者に公表するよう努
めなければならないとされている 

  ＜参照＞ 
平成27年4月1日障発0401第2号厚生労働省社会・援護局障害
保健福祉部長通知「放課後等デイサービスガイドラインについて」 
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